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第１ 包括外部監査の概要 

１．監査の種類 

  地方自治法第 252 条の 37 第 １ 項に基づく包括外部監査 

 

２．監査の対象とした特定の事件（テーマ） 

（１）監査のテーマ 

公有財産に係る財務事務の執行及び管理について 

 

（２）監査対象部署等 

知事公室、総務部、企画振興部、健康福祉部、環境生活部、商工労働部、観光戦略部

農林水産部、土木部、警察本部、教育委員会、監査委員事務局 

 

３．特定の事件の選定理由 

熊本県では、県有財産の取得、管理、処分について、平成 25年３月にファシリティマ

ネジメント1の考え方を取り入れ、「経営戦略的視点に立った県有財産の管理に関する基本

方針～ファシリティマネジメントの推進に向けて～」を策定し、その後、平成 29年３月

には、本基本方針を「県が保有する公共施設等を管理し、長寿命化を図るとともに、本県

の行動計画を位置付けるもの」とし、「熊本県公共施設等総合管理計画」として改訂した。 

一方で、本県では、平成 28年に熊本地震が、令和２年７月には豪雨災害が発生し、「新

しいくまもと創造に向けた基本方針」及び「令和２年７月豪雨からの復旧・復興プラン」

に基づき２つの災害からの創造的復興に向けて取り組んでいる。 

このような状況の中、本県では平成 30年度決算から、統一的な基準に基づく新地方公

会計制度の導入に伴い、公有財産を適切に管理するという観点から固定資産台帳を整備

している。 

公有財産の適切な管理をするうえで、固定資産台帳は重要な役割を担っているが、計上

すべき金額に付随費用を含んでいるか、公有財産を寄贈された場合や廃棄を行った場合

に固定資産台帳へ適時適切に反映されるような体制が整っているか、定期的な現物確認

が実施されているかなど、留意すべき点も多いため、その整備及び運用状況の確認が必要

と判断した。 

                             
1 ファシリティマネジメント：企業・団体等が保有又は使用する全施設資産およびそれら

の利用環境を経営戦略的視点から総合的かつ統括的に企画、管理、活用する経済活動（公

益社団法人 日本ファシリティマネジメント協会（JFMA）定義） 
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また 10年前の本県の包括外部監査で「公有財産（土地建物）の管理と有効活用につい

て」をテーマとしており、県の措置状況の確認を並行して行うことも有用であると判断し

た。 

熊本地震に加え、豪雨災害、新型コロナウイルス感染症の長期化などにより、これまで

にない厳しい財政運営が見込まれ、またコロナ禍における新しい生活様式の中において

は施設などの公有財産に求められる位置付けの変化も考えられる。 

そのため公有財産に係る事務処理が関係法令に照らし適正に執行され、管理運営が適

切に行われているかどうか検討するとともに、改めて経済性・効率性・有効性の観点から

監査を行うことは有用であると判断し、令和４年度の包括外部監査のテーマとして選定

した。 

 

４．外部監査の方法 

（１）監査の視点 

①固定資産台帳が整備され、管理が適切に行われているか 

②財産の分類、取得年月日、耐用年数、償却方法に問題が無いか 

③取得価額に付随費用も含まれているか 

④財産の実物調査が行われているか 

⑤年度を跨ぐ工事などを実施している場合、建設仮勘定は適切に計上、処理されて

いるか 

⑥財産の購入、移動、処分及び廃棄は適法になされているか 

⑦財産は効率的に運用されており、遊休施設、不用品、未使用品は適切に管理され

ているか 

 

（２）主な監査手続 

①固定資産台帳の整備運用状況の確認においては、関連法規の確認、事務マニュア

ル・フローチャートの確認、担当者へのヒアリング、関係書類の閲覧を実施した。

また必要に応じて現地視察を実施し、施設の現状及び管理状況の確認を行った。 

②固定資産台帳から監査対象部署ごと、過去５年以内に取得したものを中心にサン

プルを抽出し、固定資産台帳の整備及び運用が適切に行われているかを確認した。 

③平成 24年度の包括外部監査「公有財産（土地建物）の管理と有効活用について」

の措置状況の確認においては、担当者へのヒアリング、関係書類の閲覧を実施し

た。 
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５．包括外部監査人及び補助者の選任 

組織的な監査を実施するため、補助者として公認会計士５名を選任し、監査チームを編

成した。 

包括外部監査人 公認会計士 本吉 幸雄  

包括外部監査補助者 公認会計士 星野 誠之  

 〃 公認会計士 入江 佳隆 

 〃 公認会計士 山下 昌也 

 〃 公認会計士 斉藤 信慶 

 〃 公認会計士 淺山 和也 

 

６．外部監査の対象期間 

   令和２年４月１日から令和３年３月 31日まで（最新の固定資産台帳） 

 

７．外部監査の実施期間 

   令和４年８月１日から令和５年３月 31日まで 

実地調査期間：令和４年８月 23日から令和４年 11月 29日まで   

 

８．利害関係の有無 

   包括外部監査の対象とした事件につき、私は地方自治法第 252 条の 29 の規定により

記載すべき利害関係はない。  

 

９．その他 

   監査結果は、「指摘事項」と「意見」に区別して記載した。 

「指摘事項」は、主として法令や規則・要項などに違反しているか又は著しく適正性に

欠くと判断したものであり、是正・改善の必要性が認められた事項である。 

「意見」は、「指摘事項」までは至らないが改善事項として検討を求める事項である。  

なお、報告書中における合計数値などの表示において、原則単位未満切り捨てて端数処

理している。よって、合計数値などとその内訳が一致しない場合がある。 
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第２ 監査対象の概要 

１．公有財産の概要 

（１）公有財産の内容及び分類 

財産とは、公有財産、物品及び債権並びに基金をいい（地方自治法第 237 条第１項）、そ

のうち、公有財産は次に掲げるもの（基金に属するものを除く。）をいう（地方自治法第 238 

条第１項）。 

 

一 不動産 

二 船舶、浮標、浮桟橋及び浮ドック並びに航空機 

三 前二号に掲げる不動産及び動産の従物 

四 地上権、地役権、鉱業権その他これらに準ずる権利 

五 特許権、著作権、商標権、実用新案権その他これらに準ずる権利 

六 株式、社債（特別の法律により設立された法人の発行する債券に表示されるべき権利

を含み、短期社債等を除く。）、地方債及び国債その他これらに準ずる権利 

七 出資による権利 

八 財産の信託の受益権 

 

さらに公有財産は、公用又は公共用に供し、又は供することと決定した財産である行政財

産と、それ以外の財産である普通財産に分類される（地方自治法第 238 条第３項、第４項）。 

行政財産は、公用財産と公共用財産に分類され、公用財産は、県が事務又は事業執行のた

め直接使用することを目的とする財産であり、公共用財産は住民の一般的共同利用に供す

ることを目的とする財産である。 

 普通財産は、行政財産以外の一切の公有財産をいい（地方自治法第 238 条第４項）、直接

特定の行政目的のために使用されるものではなく、その管理処分から生じた収益を地方公

共団体の財源に充てることを主な目的とする財産である。普通財産は、貸付、交換、売払、

譲与、出資目的、信託、私権の設定ができる点で、行政財産と異なっている。 

公有財産の概要を表にしたものが次のとおりである。 

 

公有財産 

 

 

行政財産 

 

公用財産 

（例）庁舎、議会議事堂、研究所 

公共用財産 

（例）学校、公営住宅、図書館、公園 

普通財産 

（例）職員宿舎、貸付財産、山林 

 



 

5 

 

（２）熊本県の公有財産の状況 

熊本県の保有する公有財産の土地、建物について、熊本県の公有財産表（令和４年３月 31

日）によれば、以下のとおりである。 
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また、令和３年度の種類別土地・建物増減については以下のとおりである。 
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２．熊本県における公有財産事務の概要 

熊本県では、公有財産事務に関する取り扱いについては、「熊本県財産条例」（昭和 39 年

３月 31 日条例第 23 号）、「熊本県公有財産取扱規則」（昭和 39 年３月 31 日規則第 17 号）

及び「公有財産事務の手引き」（財産経営課作成、令和４年７月最終改訂）などが整備され

ている。 

（１）公有財産事務の手引きの概要 

「熊本県財産条例」、「熊本県公有財産取扱規則」を基に作成されたものが「公有財産事務
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の手引き」であり、財産の概要から不動産登記、公有財産の取得、管理事務、処分、経理な

どについてフローチャートやチェックリストを用いて詳細に定められ、付録として条例・規

則を含め事務運用に必要な通知・通達集が収録されている。熊本県での公有財産事務は、こ

の「公有財産事務の手引き」に基づき運用されており、その概要は次のとおりである。 

 

第１章 総則 

第１節 財産の概要 

第２節 公有財産事務の概要 

第２章 公有財産の取得 

第１節 取得の意義 

第２節 取得の方法 

第３節 借用 

第４節 取得の手続き 

第３章 公有財産の管理事務 

第１節 公有財産の適正管理 

第２節 所管換え、所属替え 

第３節 用途廃止、用途変更 

第４節 総務部長への引継ぎ 

第５節 移築等 

第６節 行政財産の目的外使用許可 

第７節 普通財産の貸付け 

第８節 行政財産の貸付け、地上権、地役権の設定 

第９節 公の施設 

第４章 公有財産の処分 

第１節 処分の意義 

第２節 処分に際しての留意点 

第３節 処分の方法 

第４節 用途指定 

第５節 処分の手続き 

第６節 土地信託 

第５章 不動産登記 

第１節 不動産登記の概要 

第２節 嘱託登記の実務 

第６章 公有財産の経理 

第１節 経理の意義 

第２節 公有財産台帳等の整備 
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第７章 国有資産等所在市町村交付金 

第１節 概要 

第２節 根拠 

第３節 交付の対象 

第４節 事務分担及び予算措置 

第５節 交付までの流れ 

第８章 火災共済 

第１節 概要 

第２節 加入物件 

第３節 加入・解除の手続き 

第４節 災害共済金等の対象となる損害 

第５節 損害が発生した場合 

第６節 特別会計等の手続き 

第７節 平成28年熊本地震に係る見舞金の請求について 

第８節 各所属の事務 

第９章 職務発明 

第１節 趣旨 

第２節 職務発明の届出 

第３節 職務発明認定後の手続 

第４節 不服の申立て 

第５節 職務発明審査会 

第６節 各所属で行う事務 

付録 条例・規則・訓令・通知・通達集 

 

「公有財産事務の手引き」の第１章 総則、第２節 公有財産事務の概要は次のとおりで

ある。 

 

公有財産事務は、公有財産を維持保全し、運用する事務です。常に良好の状態で管理

し、所有目的に応じて効率的に運用しなければなりません。 

行政財産は、行政目的の遂行に最も適合するように、普通財産については、その経済価

値を十分に発揮させ、間接的に行政の遂行にできるだけ寄与するように取得、管理又は処

分させる必要があります。そのためには、明確な責任体制のもとに各機関で事務が分担処

理されながらも、地方公共団体を通じて統一的・合理的に運用されなければなりません。 
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（２）公有財産の管理体制 

行政財産については、所掌する財産の事情に通じている財産管理分掌者2が、その取得及

び管理に関する事務を行っている（熊本県公有財産取扱規則第３条、第７条～第８条ほか）。 

一方、普通財産の管理・処分は、原則として総務部長が行っており（熊本県公有財産取扱

規則第４条）、各部局などで、行政財産を用途廃止し又は普通財産を取得した場合は、登記、

登録の手続きを終えて、総務部長に引き継ぐこととされている。ただし、特定の財産につい

ては、担当部局で管理又は処分を行うこととされている（熊本県公有財産取扱規則第９条）。 

 また「公有財産事務の手引き」では、財産管理分掌者の職務について次のとおり記載され

ている。 

 

（１） 公有財産の維持、保存に関すること。 

・ 善良な管理者として、その用途及び目的に応じ良好に維持すること。 

・ 不法占拠、不正使用等の不法行為の防止に関すること。 

・ 災害その他の事故による滅失又は損傷の防止及び応急措置に関すること。 

（２） 公有財産の効用増大化、効率的運用に関すること。 

・ 使用許可、貸付け等の適正な運用に関すること。 

・ 土地の高度利用及び未利用地の利活用に関すること。 

（３） 公有財産台帳、公有財産貸付台帳、行政財産使用許可台帳、借受財産台帳、工事

記録簿、樹木記録簿等の整備、保管に関すること。 

（４） 公有財産に係る報告及び通知に関すること。 

① 公有財産の適正な取得、管理、処分に必要な、現況の的確な把握のために、増減異

動の状況が、公有財産台帳に常に正確に明示されていなければなりません。 

したがって、公有財産台帳等の記載内容に異動が生じたときは、公有財産管理シス

テムにより速やかに、財産経営課長に報告しなければなりません。（規則§14Ⅰ） 

(参考)【通⑤公有財産異動報告の入力について（令和４.４.27財経第 56号財産経

営課長通知）】 

② 事故の報告 

公有財産に事故が発生したときは、直ちに応急措置を講じ、総務部長（財産経営課

長）に報告しなければなりません。（規則§14Ⅱ）参考様式を通知しています。 

(参考) 【通⑤公有財産異動報告の入力について（令和４.４.27財経第 56号財産

経営課長通知）】 

③ 地区編入の報告 

土地改良事業施行区域又は土地区画整理事業地区に編入されることになったとき

                             
2 知事部局に属する各部（公室）の長、会計管理者、教育長、警察本部長、議会事務局

長、人事委員会事務局長、監査委員事務局長、労働委員会事務局長をいう。 
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は、速やかに総務部長（財産経営課長）に報告しなければなりません。 

④ 各種状況報告 

総務部長は公有財産の事務の統一と適正を図るため、財産管理分掌者に対して公

有財産についての報告を求めることがあります。 

国有資産等所在市町村交付金の算定基礎とするため、毎年３月 31日現在において

所有する公有財産の使用許可・貸付状況調べを実施しています。 

 

３．財産審議会について 

 「熊本県財産条例」第 15条には、知事の諮問に応じ、財産の取得、管理及び処分に関す

る基本方針その他財産に関する重要事項を調査審議し、並びにこれに関し必要と認める事

項を答申することを目的とした、財産審議会を置くことが定められている。財産審議会は、

学識経験のある者、議会の議員、国又は地方公共団体の職員及び県の職員で構成されている。 

 財産審議会への諮問事項は、「熊本県公有財産取扱規則」によれば、次のとおりである。 

 

(諮問事項) 

第 42条 審議会に諮問すべき事項は、次の各号に定めるとおりとする。 

(１) 公有財産の取得、管理及び処分に関する基本方針 

(２) 1件につき価額 2億円を超える不動産の買入れ又は売払いに関する事項 

(３) 1 件につき価額 2 億円を超える不動産の買い入れ又は売り払う場合の対価の評

価に関する事項 

(４) その他知事が必要と認める事項 

 

４．熊本県県有財産利活用推進会議について 

熊本県では、ファシリティマネジメントを推進するため、平成 25年８月に、「経営戦略的

視点に立った県有財産の管理に関する基本方針」に基づき、県有財産の効果的な利活用の推

進、部局間の情報共有及び調整を図ることを目的とした「熊本県県有財産利活用推進会議」

を設置している。 

 また、本組織で公共施設等総合管理計画の策定からフォローアップまでを総合的に管理

するため、平成 26年 10月に企業局、病院局を委員に加えている。 

 現在までの開催実績は、次のとおりである。 
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 （出所：財産経営課作成資料）  

 

５．熊本県公共施設等総合管理計画について 

熊本県では、県有財産の取得、管理、処分について、平成 25年３月にファシリティマネ

ジメントの考え方を取り入れ、「経営戦略的視点に立った県有財産の管理に関する基本方針

～ファシリティマネジメントの推進に向けて～」を策定し、その後、平成 29 年３月には、

本基本方針を「県が保有する公共施設等を管理し、長寿命化を図るとともに、本県の行動計

画を位置付けるもの」とし、「熊本県公共施設等総合管理計画」として改訂した。 

 これまでの県の取り組みは以下のとおりである。 
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（出所：熊本県、熊本県公共施設等総合管理計画）  

 

これまでに行った取り組みの実績については以下のとおりである。 

①未利用県有財産の売却等 

②行政財産の貸付け 

③施設の維持管理業務の効率化等 

④ネーミングライツの導入 

⑤県有施設の集約化 
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⑥官民連携による県有財産利活用事業 

⑦個別施設計画の策定 

⑧その他 

 

今後の取り組みの方向性としては、県有財産の総量最適化、県有財産の効率的活用、県有

施設の長寿命化の３つによって、ファシリティマネジメントを推進していく。 

 

 

（出所：熊本県、熊本県公共施設等総合管理計画）    



 

16 

 

第３ 監査の結果及び意見 

Ⅰ．監査の結果の概要 

各所管課に関する監査の結果、以下 55件（指摘事項 45件、意見 10件）の事項について

記載している。固定資産の所管部局ごとに結果を記載するが、必ずしも所管課＝指摘先とは

なっていない。このような場合、報告書本文において所管課と指摘先を併記している。 

 

No. 指摘事項・意見の表題一覧 
指摘

事項 

意見 頁数 

Ⅱ．固定資産台帳の整備運用状況について 

８．固定資産台帳の整備運用状況の検証 

（１）所管部局：総務部 

１ 固定資産台帳作成におけるマニュアルの整備について  〇 37 

２ 記載項目の空白について 〇  38 

３-① 固定資産台帳の取得価額の誤りについて 〇  41 

３-② 固定資産の取得年月日について  〇 41 

４-① 固定資産台帳の取得価額の誤りについて 〇  44 

４-② 固定資産の取得年月日について  〇 44 

５-① 固定資産台帳の取得価額の算定根拠について 〇  48 

５-② 公有財産台帳の台帳取得価格と固定資産台帳の取得価

額の差異の修正方法について 

〇  48 

６-① 固定資産台帳への二重登録について 〇  55 

６-② 取得年月日について 〇  55 

６-③ 耐用年数について 〇  55 

（２）所管部局：企画振興部 

７ 固定資産台帳の取得費について 〇  60 

８ 取得価格がゼロの土地について 〇  61 

（３）所管部局：健康福祉部 

９ 固定資産の記載単位について 〇  63 

（４）所管部局：環境生活部 

10 固定資産台帳記載事項の記載内容の不備について  〇 65 

11-① 解体工事費用の取得原価への算入について 〇  69 

11-② 資産登録単位の誤りについて 〇  69 

12 資本的支出と取得年月日について 〇  72 

13-① 設計委託料の重複計上について 〇  75 

13-② 解体工事費用の取得原価への算入について 〇  75 
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No. 指摘事項・意見の表題一覧 
指摘

事項 

意見 頁数 

（５）所管部局：商工労働部 

14 備品の処理について 〇  79 

15 リース資産の処理について 〇  81 

16 建設仮勘定の計上額について 〇  83 

17 取得価格がゼロの土地について 〇  86 

（６）所管部局：観光戦略部 

18-① 建物取得に伴う解体費用について 〇  87 

18-② 建物の記載単位について 〇  87 

19 耐用年数について 〇  89 

（７）所管部局：農林水産部 

20 再調達原価による資産の取得価格の算定について 〇  90 

21 建設仮勘定からの振替における取得年月日について 〇  94 

22 インフラ資産に含まれる制御システムについて 〇  96 

23 取得価格入力時の桁ずれについて 〇  98 

24 過去に取得した資産の取得価額について 〇  101 

（８）所管部局：土木部 

25-① 売却可能区分名称・財産区分名称の登録誤りについて 〇  104 

25-② 固定資産の名称について  〇 104 

26 売却可能区分名称の登録誤りについて 〇  107 

27 開始時固定資産台帳整備時の取得年月日について 〇  111 

28 耐用年数について 〇  112 

29 取得年月日と工事目的物引渡申出書の日付について 〇  113 

30 取得年月日について 〇  115 

（９）所管部局：警察本部 

31 固定資産台帳価格の登録について 〇  117 

32 付随費用について 〇  119 

33 300万円未満の美術品について 〇  121 

34 出資金に関する資料の保管について  〇 124 

（10）所管部局：教育委員会 

35 資本的支出について 〇  126 

36-① 固定資産台帳の作成方法について 〇  129 

36-② 公有財産管理システムのデータの利用方法について 〇  129 

37 固定資産台帳への二重計上について 〇  132 
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No. 指摘事項・意見の表題一覧 
指摘

事項 

意見 頁数 

38 取得価額等の算定における再調達原価について 〇  134 

39 重要備品の管理について 〇  137 

40 取得価額等がゼロ円のものについて 〇  138 

Ⅲ．平成 24年度包括外部監査報告書の指摘事項に係る措置状況について 

３．平成 24年度包括外部監査報告書の指摘事項に係る措置状況の検証 

（２）所管部局：企画振興部（平成 25年９月 26日公表分） 

41-① 番号９ Ⅰ－２ 公有財産の管理に係る事務について 

県立博物館構想について 

〇  166 

41-② 番号９ Ⅰ－２ 公有財産の管理に係る事務について 

県立博物館構想について 

 〇 166 

（３）所管部局：商工労働部（平成 25年９月 26日公表分） 

42 番号 17 Ⅰ－２公有財産の取得に係る事務について（第

一次分譲地） 

（３）土壌汚染に対する配慮について 

 〇 175 

（13）所管部局：総務部（平成 30年１月５日公表分） 

43 番号 35 Ⅰ－２公有財産の管理に係る事務について 

（２）未利用地の管理について 

 〇 189 

（14）所管部局：監査委員事務局 

44 措置状況の公表の欠落について  〇 193 

 

 

また、上記の個別意見とは別に、統括意見として以下の２件を記載している。 

 

No. 指摘事項・意見の表題一覧 
指摘

事項 

意見 頁数 

Ⅳ．統括意見 

45 １．付随費用について  〇 194 

46 ２．耐用年数について  〇 197 
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Ⅱ．固定資産台帳の整備運用状況について 

１．統一的な基準による地方公会計制度について 

地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実な執

行を図るという観点から、単式簿記による現金主義会計が採用されている。一方で、財政状

況の透明性の向上や資産の有効活用を図るためには、従来の官庁会計だけでは把握できな

い情報（資産や負債といったストック情報、減価償却費などの現金の出入りを伴わないコス

ト情報)を把握し、公開していくことが重要である。そのため、官庁会計を補完するものと

して、企業会計で採用されている複式簿記による発生主義会計の導入が必要となる。熊本県

では、平成 20年度決算から「総務省方式改訂モデル」に基づき財務書類を作成してきたが

平成 27年度に総務省より、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした「統一的な

基準による地方公会計マニュアル」が示されたことから、平成 30年度決算以降「統一的な

基準」に基づく財務書類を作成している。 

２．固定資産台帳の概要 

固定資産台帳とは、地方公共団体が所有・管理するすべての固定資産(土地、建物や物品

など)について、その取得から除却、売却に至るまで、個々の資産ごとに取得価額や耐用年

数などのデータを網羅的に記録したものである。固定資産は、地方公共団体の財産の中で極

めて大きな割合を占めており、地方公共団体の財務状況を把握するためには、固定資産の正

確な情報が不可欠であり、「統一的な基準に基づく財務書類」では固定資産台帳の整備が必

須とされている。財務書類のうち貸借対照表に計上されている有形固定資産の金額は、固定

資産台帳の金額が根拠となっている。国道や河川といった国有財産のうち法令により県が

管理する施設については、資産管理への活用を目的に、計上の対象（貸借対照表上の資産額

からは除外）としている。一方で、取得価額が 100万円未満の物品（机・イスなど）は対象

外としている。固定資産台帳については、財務書類とともにホームページにて公開している。 

また、令和４年４月１日に総務省が改訂した「公共施設等総合管理計画の策定等に関する

指針」第三 その他、において以下のように、固定資産台帳を公共施設等の適正管理に積極

的に活用することが望まれている。 

 

四 地方公会計（固定資産台帳等）の活用 

地方公会計の情報、特に固定資産台帳の情報は、公共施設マネジメントの推進に当たって

の前提となるものであり、毎年度、遅くとも決算年度の翌年度末までに適切に更新するこ

とが求められる。点検・診断や維持管理・更新等の履歴など公共施設マネジメントに資す

る情報を固定資産台帳に追加するなど、公共施設マネジメントに資する情報と固定資産

台帳の情報を紐付けることにより、保有する公共施設等の情報の管理を効率的に行うこ

とが望ましいこと。 
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固定資産台帳及び財務書類から得られる情報は、公共施設等の維持管理・更新等に係る中

長期的な経費の見込みの精緻化に活用できるほか、事業別・施設別のセグメント分析を行

うことなどにより、各事業・施設について効率的・効果的な対策の検討を可能にするもの

であり、総合管理計画に基づく具体的な取組等の検討においても、公共施設等の適正管理

に積極的に活用することが望ましいこと。 

 

３．熊本県の固定資産台帳の公表時期について 

総務省が平成 26 年４月に示した「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」に

よる「統一的な基準による財務書類などの作成基準」（以下、「統一的な基準」とする）に基

づいた財務書類等の作成について、平成 30 年３月末を目途に作成することを求められてお

り（やむを得ない理由がある場合に限り平成 32 年３月末まで）、平成 30年３月末時点では、

全国で 41 都道府県が作成・公表していた。一方で、熊本県については当初、平成 28 年度

決算から作成・公表する予定だったが、平成 28 年４月に発生した熊本地震の影響により２

年間延伸し、平成 30 年度決算から作成・公表している。なお令和３年３月末時点では、46

都道府県が令和２年度決算分を作成・公表している 

 

 

（出所：総務省、統一的な基準による地方公会計の整備促進（平成 27 年１月 23 日）） 
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（出所：総務省「統一的な基準による財務書類の整備状況等調査（平成 30 年３月 31 日

時点）」） 
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４．熊本県の固定資産台帳の公表内容について 

熊本県では、統一的な基準に則り、固定資産台帳に以下の 15 項目の情報を開示している。 

 

No. 項目名 概要 

1 会計名称 一般会計、特別会計など 

2 所有関係区分名称 自己資産、共有、リース資産、所有外資産など 

3 資産負債区分名称 事業用資産（建物などの勘定科目も含む）、インフラ

資産（同左）、無形固定資産など 

4 部課名称 資産所管部課 

5 資産名称 件名、施設名 

6 用途 施設などの詳細な内容 

7 所在地 住所 

8 取得年月日 固定資産を取得した年月日 

9 取得価額等 当該資産の取得にかかる直接的な対価のほか、当該

資産の引取費用などの付随費用を含めて算定した金

額 

10 耐用年数 原則として「減価償却資産の耐用年数等に関する省

令」（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に従った年数 

11 減価償却累計額 減価償却費の累計額 

12 現在簿価 取得価額から減価償却累計額を控除した金額 

13 数量（（延べ床）面積） 当該資産の面積や数量など 

14 売却可能区分名称 通常資産、売却可能資産 

15 財産区分名称 普通財産、行政財産 

 

固定資産台帳の情報については公共施設の効率的なマネジメントや公有財産の有効利用

などへの活用が期待されており、総務省の「固定資産台帳の公表のあり方について（平成 30

年１月 23 日）」では、未利用資産の有効活用の観点から公表が望ましい項目についての記

述がある。これらの項目について、熊本県の対応状況とともに九州各県の公表内容（令和２

年度）も比較対象として以下に記載している。 
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（出所：総務省、固定資産台帳の公表のあり方について（平成 30 年１月 23 日）） 

 

項目 熊本県 福岡県 
佐賀県、長崎県、大分県、 

宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

所在地 〇 〇 

固定資産台帳の総括表は作

成しているものの、 

明細の公表なし 

件名（施設名） 〇 〇 

取得年月日 〇 〇 

取得価額等 〇 〇 

増減異動前簿価 － － 

用途 〇 〇 

売却可能区分 〇 〇 

時価等 － 〇 

数量（（延べ床）面積） 〇 〇 

減価償却累計額 〇 〇 

財産区分（行政資産・普通

財産） 
〇 〇 

 

熊本県では未利用資産の有効活用の観点から公表が望ましい 11 項目のうち９項目はすで

に公表しており、適切な情報が公表されているといえる。一方で、九州各県の公表内容を見

ると、福岡県以外の６県については固定資産台帳の総括表は公表しているものの、固定資産
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台帳の明細については公表していない状況である。 

５．開始時固定資産台帳の作成について 

熊本県では、固定資産台帳を整備するため、平成 30 年３月に財政課が「開始時固定資産

共通調査要領」を作成している。本要領は、統一的な基準に基づいて、開始時固定資産台帳

を整備するための取り扱いについて定めたものであり、平成 30 年度の固定資産台帳を作成

するための期首残高となる平成 29 年度末時点の固定資産を調査し、開始時簿価などを算定

することを目的としている。 

開始時固定資産台帳を整備する上で、特に重要な事項について、「開始時固定資産共通調

査要領」から以下のとおり抜粋する。 

 

第１ 共通事項 

２．調査対象範囲  

（１）総則 

〇原則として、平成 29 年度末時点において県が保有するすべての固定資産を調査

対象とする。 

〇国有地上の有形固定資産で県が管理を行っている資産については、公共資産等の

マネジメントの観点から調査対象とする。 

〇ただし、次の①～⑦のいずれかに該当する資産は対象としない。 

① 既に耐用年数が過ぎているもの 

② 表示登記が行われていない法定外公共物（里道（赤線）や水路（青線）等） 

③ 部落有、財産区有の資産 

④ 流域下水道事業特別会計で保有する資産 

⑤ 有形固定資産及び無形固定資産以外の固定資産（長期貸付金、基金等） 

⑥ 棚卸資産（商品、製品、半製品、原材料、仕掛品等） 

⑦ 完成前の有形固定資産（継続費、債務負担行為、予算の繰越等により一会計年

度を超えて建設中の建物等） 

※⑤から⑦については平成 30年度に別途調査予定。 

 

３．その他 

（１）調査表の記載単位 

○調査表の記載単位は、次の３点を原則としつつ、各資産の管理状況に応じて適切

な単位（棟、個、台、筆、㎡、ｍ等を基本）を設定する。 

① 現物との照合が可能な単位であること 

② 取替や更新を行う単位であること 

③ 耐用年数が同じ単位であること 



 

25 

 

 

（２）勘定科目 

○使用する勘定科目は、別紙１のとおりとする。 

○事業用資産とは、インフラ資産及び物品以外の有形固定資産をいう。 

○インフラ資産とは、社会経済活動の基盤施設を構成する公共財産で、広範囲なネ

ットワーク性を持つものであること、性質が特殊なものであり代替的利用ができ

ないこと、移動させることができないこと、処分に関し制約を受けることといっ

た特徴の一部またはすべてを有するもの及びこれらと一体となって機能するも

のをいう。事業用資産とインフラ資産の具体的な区分は別紙２のとおりとする。 

○物品とは、地方自治法（昭和２２年４月１７日法律第６７号）第２３９条第１項

に規定するものをいう。 

 

（３）償却資産の範囲 

○有形固定資産及び無形固定資産のうち、次の資産を除くものを償却資産とする。 

① 土地 

② 立木竹 

③ 美術品・骨董品・歴史的建造物 

④ 建設仮勘定 

⑤ 地上権、地役権、借地権、鉱業権等の用益物権 

 

（４）資産の評価方法 

○事業用資産の評価方法は、原則として、当該資産の状況に応じて次のとおりとす

る。 

 

※1 棚卸資産とは、商品・製品・半製品・原材料・仕掛品等で取得価格が１００

万円以上のものをいう。 

※2 取得価格（会計年度末帳簿価格）及び時価（売却予定価格）のいずれか低い

方を計上する方法をいう。 

※3 非償却資産のうち、道路の敷地については、原則備忘価格１円とする。 

○取得価格とは、消費税相当額を含め、実際に当該資産の取得に要した金額のこと

をいう。 

○再調達原価とは、当該資産と同じものを調達するための金額のことをいい、資産

取得価格が把握できる 取得価格が把握できない 適正な対価を支払わずに取得

非償却資産
※棚卸資産を除く

再調達原価 取得価格 再調達原価 再調達原価

償却資産
※棚卸資産を除く

再調達原価 取得価格 再調達原価 再調達原価

棚卸資産 ※1 低価法 ※2 低価法 低価法 低価法

昭和60年度以後取得分
昭和59年度以前取得分

※3 ※3 
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の種類に応じて個別に算定方法を定める。 

 

（５）耐用年数の設定 

○有形固定資産のうち「建物」及び「工作物」については、「国有財産台帳の価格改

定に関する評価要領（２）」（平成１３年１月、財務省理財局作成）によることと

する。ただし、インフラ資産で分類の選定がこれに寄り難い場合は、実態に合わ

せて手引きのとおり「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵

省令第１５号）」によることとする。 

○有形固定資産のうち「立木竹」については、非償却資産であり、年数を経過する

ごとに価値が増加することから減価償却を行わない（およそ６年に１回再評価）。

よって、耐用年数は設定しない。 

○上記以外の有形固定資産（「船舶」、「浮標等」、「航空機」）については、手引きの

とおり「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５

号）」によることとする。 

○無形固定資産については、手引きのとおり「減価償却資産の耐用年数等に関する

省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）」によることとする。 

○中古の償却資産を取得した場合の耐用年数については、以下のとおり算定する。 

① 見積法による耐用年数 

当該資産を事業の用に供した時以降の使用可能期間として、資産の摩滅・摩耗の

程度等から客観的かつ合理的に見積もられた年数 

※具体的には、近隣施設の建設・取得時期から当該資産の取得時期をおおよそ推定

するか、または次により算出 

 

② 簡便法による耐用年数 

見積法により耐用年数を見積もることが困難なものは、次に掲げる資産の区分に

応じ、それぞれに定める年数（その年数が２年未満の場合は２年） 

＜取得時点で法定耐用年数の全部を経過している資産＞ 

法定耐用年数 × ２０％ 

＜取得時点で法定耐用年数の一部を経過している資産＞ 

（法定耐用年数 － 経過年数） ＋ 経過年数 × ２０％ 

ただし、当該資産について支出した資本的支出の金額が当該資産の取得価格の５

０％に相当する金額を超える場合は、①簡便法による耐用年数によることはでき

老朽化の程度
老朽化
ランク

判定 残存耐用年数算出例
（法定耐用年数５０年の建物の場合）

あまり老朽化していない １ 法定耐用年数の１／３が経過 50年-50年×1/3≒３３年

２ 法定耐用年数の２／３が経過 50年-50年×2/3≒１７年

老朽化が著しい ３ 法定耐用年数超過 ０年



 

27 

 

ず、法定耐用年数によることとする。 

 

（６）資本的支出と修繕費の区分 

○有形固定資産のうち、償却資産に対して修繕等を行った場合は、修繕等に係る支

出が当該償却資産の資産価値を高め、またはその耐久性を増すこととなると認め

られるかどうかを判断し、認められる部分に対応する金額を資本的支出として固

定資産台帳に記載する。資本的支出と修繕費の区分の判断基準は別紙３のとおり

とする。 

○既存の償却資産に対して行った資本的支出については、その支出金額を固有の取

得価格として、既存の償却資産と種類及び耐用年数を同じくする別個の資産を新

規に取得したものとして、固定資産台帳に記載する。 

○ただし、再調達原価により評価する資産については、評価額に耐震改修等の金額

が含まれていることから、資本的支出を認識しないこととする。 

 

（７）取得年度の推定 

○取得時期が不明な場合は、第１の３（５）の見積法等により平成２９年度末時点

での経過年数を判定し、取得年度を推定する。 

※取得年度 ＝ 平成２９年度 － 経過年数 

 

（８）目的別資産区分 

 ○有形固定資産は、その保有目的に応じ、「生活インフラ・国土保全」「教育」「福

祉」「環境衛生」「産業振興」「総務」「警察」のいずれかに区分する。 

○目的別資産区分は、決算統計上の目的別歳出と次のとおり対応するものとする。 

 

 

（９）財産区分  

 ○物品及びソフトウェアを除く資産については、「行政財産」と「普通財産」に区

分する。 

 ○行政財産とは、公用または公共用に供し、または供することと決定した財産をい

う。公用に供する財産とは、本県の事務または事業を執行するため直接使用する

ことをその本来の目的とする公用財産をいい、例えば、庁舎、議事堂、試験場、

目的別資産区分 決算統計上の目的別歳出
生活インフラ・国土保全 土木費
教育 教育費
福祉 民生費
環境衛生 衛生費
産業振興 労働費、農林水産業費、商工費
総務 総務費、その他
警察 警察費
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研究所等が該当する。公共の用に供する財産とは、住民の一般的共同利用に供す

ることをその本来の目的とする公有財産をいい、例えば、道路、福祉施設、学校、

公園等の敷地及び建物等が該当する。 

○普通財産とは、行政財産以外のことをいい、直接特定の行政目的のために供され

るものではなく、一般私人と同様の立場で保有する財産である。 

 

第２ 個別事項 

１ 有形固定資産－事業用資産（H30.4.1時点で公有財産台帳に登録している財産

を対象） 

（１）土地 

 ア 調査対象 

○本県が所有する土地のうち事業用資産に属するものを対象とする。 

 イ 記載単位 

○原則として１筆を１単位とする（公有財産台帳の記載単位と同様）。 

 ウ 取得価格の算定方法 

○公有財産台帳に取得当時の価格の記載があるものは、公有財産台帳の取得

当時の台帳価格をもって取得価格とする。 

○昭和５９年度以前に取得したもの、取得価格が把握できないもの、適正な

対価を支払わずに取得したものについては、再調達原価を算定し、これを

もって取得価格とする。 

 エ 再調達原価の算定方法 

○手引き７４．及び７５．が示す固定資産税概要調書平均単価による評価方

法を採用する。 

○固定資産税概要調書が示す地目別平均単価に該当する筆の地積を乗じて再

調達原価を算定する。 

○固定資産税概要調書に記載がない地目については、別途定める地目変換表

に従い算定する。 

オ 調査方法 

○平成３０年４月１日時点（固定資産台帳の開始時簿価基準日）で公有財産

台帳に登載している土地を調査対象とする。 

○平成２７年度に実施した「公有財産台帳」と「公有財産（現物）」との確

認調査の結果により、公有財産台帳記載事項の更新等、データの適正化を

行ったため、公有財産現物と公有財産台帳は一致している。 

○基本項目のうち、公有財産管理システムから情報が抽出できるものに限

り、管財課において公有財産台帳から登録情報を転記する。 

   ○基本項目のうち、公有財産台帳から情報が抽出できないものについては、



 

29 

 

平成３０年７月頃に各財産所管課を対象に追加調査を行う。 

 

（２）立木竹 

   （略） 

 

（３）建物 

 ア 調査対象 

○本県が所有する建物のうち事業用資産に属し、かつ耐用年数が残存してい

るものを対象とする。 

 イ 記載単位 

○原則として１棟を１単位とする（公有財産台帳の記載単位と同様）。 

 ウ 取得価格の算定方法 

○公有財産台帳に取得当時の台帳価格の記載があるものは、公有財産台帳の

取得当時の台帳価格をもって取得価格とする。 

○昭和５９年度以前に取得したもの、取得価格が把握できないもの、適正な

対価を支払わずに取得したものについては、再調達原価を算定し、これを

もって取得価格とする。 

エ 再調達原価の算定方法 

○当該建物の延床面積に、構造・用途別の単価を乗じて算出する。 

【算式】再調達原価＝「別紙４」構造・用途別単価（円／㎡）×延床面積

（㎡） 

オ 調査方法 

○平成３０年４月１日時点（固定資産台帳の開始時簿価基準日）で公有財産

台帳に登録している建物を調査対象とする。 

○平成２７年度に実施した「公有財産台帳」と「公有財産（現物）」との確

認調査の結果により、公有財産台帳記載事項の更新等、データの適正化を

行ったため、公有財産現物と公有財産台帳は一致している。 

○基本項目のうち、公有財産管理システムから情報が抽出できるものに限

り、管財課において公有財産台帳から登録情報を転記する。 

   ○基本項目のうち、公有財産台帳から情報が抽出できないものについては、

平成３０年７月頃に各財産所管課を対象に追加調査を行う。 

 

（４）工作物 

 ア 調査対象 

○本県が所有する工作物のうち事業用資産に属し、耐用年数が残存し、か

つ、取得価格が１５０万円以上のものを対象とする。 
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 イ 記載単位 

○原則として公有財産台帳の記載単位を１単位とする。 

 ウ 取得価格の算定方法 

   ○公有財産台帳に取得価格の記載がないため、各財産所管課に保存してある

取得当時の資料（契約書、決裁文書等）を参考に取得価格を特定する。 

   ○「公有財産台帳」と「公有財産（現物）」との確認調査と併せて、取得価格

が把握できる工作物を各財産所管課で選定し、取得当時の価格を把握でき

たものは、これをもって取得価格とする。 

○昭和５９年度以前に取得したもの、取得価格が把握できないもの、適正な

対価を支払わずに取得したものについては、再調達原価を算定し、これを

もって取得価格とする。 

エ 再調達原価の算定方法 

○平成３０年７月頃に各財産所管課を対象に追加調査を行うため、別途定め

る算定方法による。 

オ 調査方法 

○平成３０年４月１日時点（固定資産台帳の開始時簿価基準日）で公有財産

台帳に登録している工作物を調査対象とする。 

○平成２７年度に実施した「公有財産台帳」と「公有財産（現物）」との確

認調査の結果により、公有財産台帳記載事項の更新等、データの適正化を

行ったため、公有財産現物と公有財産台帳は一致している。 

○基本項目のうち、公有財産管理システムから情報が抽出できるものに限

り、管財課において公有財産台帳から登録情報を転記する。 

   ○基本項目のうち、公有財産台帳から情報が抽出できないものについては、

平成３０年７月頃に各財産所管課を対象に追加調査を行う。 

 

２ 有形固定資産－インフラ資産 

（１）土地 

 ア 調査対象 

〇本県の所有する土地のうちインフラ資産に属するものを対象とする。 

 イ 記載単位 

〇原則として筆単位とし、これに依り難い場合は、それぞれ所管課が管理し

ている範囲で適切な単位を設定する。 

 ウ 取得価格の算定方法 

〇原則として土地購入費の他、購入手数料、測量・登記費用、造成費及び造

成関連費用、補償費等の土地の取得に要した付随費用を含む価格とする。 

エ 再調達原価の算定方法 
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〇道路の敷地については、１円とする。 

〇その他の施設の敷地については、当該土地の地積に、固定資産税概要調書

における市町村ごとの地目別平均単価を乗じて算出する。 

オ 調査方法 

○各部局において調査表「有形－インフラ－土地」に必要項目を入力する。 

 

（２）建物 

 ア 調査対象 

〇本県が所有する建物のうちインフラ資産に属するもので、かつ耐用年数が

残存しているものを対象とする。 

イ 記載単位 

〇原則として棟単位とし、これに依り難い場合は、それぞれ所管課が管理し

ている範囲で適切な単位を設定する。 

 ウ 取得価格の算定方法 

〇原則として建物本体及び附属設備の対価の他、購入手数料、測量・登記費

用、設計委託費等の建物の取得に要した付随費用を含む価格とする。 

エ 再調達原価の算定方法 

〇当該建物の延床面積に、構造・用途別の単価を乗じて算出する。 

【算式】再調達原価＝「別紙４」構造・用途別単価（円／㎡）×延床面積

（㎡） 

オ 調査方法 

○各部局において調査表「有形－インフラ－建物」に必要項目を入力する。 

 

（３）工作物 

 ア 調査対象 

〇土地に定着する建物以外の構築物であって、本県が所有するもののうち、

インフラ資産に属するもので、耐用年数が残存し、かつ、取得価格が１５

０万円以上のものを対象とする。 

 イ 記載単位 

〇それぞれ所管課が管理している範囲で適切な単位を設定する。 

 ウ 取得価格の算定方法 

   〇原則として工作物の本体価額の他、購入手数料、設計委託費等の工作物の

取得に要した付随費用を含む価格とする。 

エ 再調達原価の算定方法 

〇工作物の種類及び所管課の管理の状況に応じ、適切かつ合理的な方法によ

り算出する。 
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オ 調査方法 

○各所管部局において調査表「有形－インフラ－工作物」に必要項目を入力

する。 

 

３ 物品 

 ア 調査対象 

本県が所有する物品のうち、自動車以外については、１件の取得価格又は取

得評価額が１００万円（美術品は３００万円）以上のものとする。自動車につ

いては、道路運送車両法施行規則（昭和 26 年運輸省令第 74 号）別表第１に規

定する自動車のうち、普通自動車、小型自動車（二輪自動車を除く。）、軽自動

車（二輪自動車を除く。）及び大型特殊自動車を対象とする。 

 イ 記載単位 

原則として備品台帳（県立美術館の美術品にあっては美術品等出納管理簿、

以下同じ。）の記載単位とする。 

 ウ 取得価格の算定方法 

   備品台帳に記載のあるものは、備品台帳の取得価格をもって取得価格とす

る。 

エ 再調達原価の算定方法 

同種又は類似製品の販売を行っている業者の製品パンフレットやホームペー

ジ等から、当該資産と同性能のものの市場価格を算出し、これを再調達原価と

する。また、美術品においては、個別に市場調査を行い評価した価格や美術年

鑑等に掲載された価格等を参考に評価した価格とする。 

オ 調査方法 

○平成３０年４月１日時点（固定資産台帳の開始時簿価基準日）における備

品台帳の情報を調査表「有形－物品」に転記する。 

○各所管部局において転記済項目を確認（必要に応じて修正・削除）すると

ともに、不足項目を入力する。 

○備品台帳に登録等されていないものは、各所管部局において必要項目を入

力する。 

 

事業用資産については、以前より整備していた公有財産台帳に、固定資産台帳を作成する

ために必要な情報（資産名称、所在地、取得年月日、取得価額など）を保有しているため、

公有財産台帳と現物の確認調査を基に、公有財産管理システムの入力内容を確認・修正する

ことで開始時簿価などの正確性を担保している。ただし、公有財産台帳の台帳取得価格には

取得にかかる直接的な対価は含まれるものの、引取費用などの付随費用は含まれていない。

これについては過年度の付随費用を調査することは実務的に困難なため、開始時簿価には
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付随費用を含まない台帳取得価格を固定資産台帳の取得価額としている。 

公有財産台帳に情報がないもの、インフラ資産及び物品などについては、資産所管課にお

いて調査表を入力し、開始時簿価などを設定している。また、昭和 59 年度以前取得した分、

又は昭和 60 年度以後取得分のうち取得価格が把握できないものについては再調達原価を算

定し、取得価額としている。 

６．固定資産台帳の更新について 

固定資産台帳の更新について、熊本県では期末一括仕訳を採用している。期中においては、

資産所管課で異動情報（新規、異動、処分など）を公有財産管理システムや工事進行管理シ

ステム、備品管理システムなどに入力し、期末にそれらの情報を公会計システムに連携・登

録することで固定資産台帳を更新している。具体的な登録方法は以下のとおりである。 

 

 

（出所：財政課作成資料）  

 

（事業用資産：財産経営課） 

各資産所管課が公有財産台帳に入力した情報（所在地、主管課、資産区分、数量、単位、

耐用年数（建設仮勘定、単年度工事以外の建物）、取得日、異動日付、取得価額）について、

財産経営課が公会計システムに入力。「付随費用」についても、建設仮勘定及び単年度工事

計上の場合、財産経営課が各資産所管課へ照会を行った結果を公会計システムに入力。「会

計コード、耐用年数（建設仮勘定、工作物）」については、財産経営課で公会計システムに

入力。 

 

（インフラ資産：農林水産政策課、監理課） 

各資産所管課が工事進行管理システムに事業単位ごとに資産か費用かの判別をし、情報

（取得価額、付随費用、耐用年数など）を入力。当該システムから抽出したデータを農林水

産政策課、監理課で公会計システムに取り込む。 
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（インフラ資産（警察本部工作物）：警察本部交通規制課） 

交通規制課が管理する情報（取得価額、付随費用、耐用年数など）を基にデータを作成。

作成したデータを財政課で公会計システムに取り込む。 

 

（物品（美術館が所有する美術品以外）：管理調達課） 

各資産所管課が備品管理システムに情報（取得価額、付随費用、耐用年数など）を入力。

当該システムから抽出したデータを管理調達課で公会計システムに取り込む。 

 

（物品（美術館が所有する美術品）：県立美術館） 

県立美術館が管理する情報（取得価額、付随費用、耐用年数など）を基に県立美術館でデ

ータを作成。作成したデータを県立美術館で公会計システムに取り込む。 

 

（出資金・有価証券：会計課、財政課） 

 各資産所管課が公有財産台帳に入力した情報（取得価額、付随費用、耐用年数など）につ

いて、会計課が財政課に情報提供。また、財政課で各出資団体所管課に照会を行った結果を

基に強制評価減となる金額を算出。令和４年度から運用開始となった新システムにおいて

は、出資金・有価証券の固定資産情報をシステムで管理できないため、令和３年度決算分か

ら財政課において、エクセルで出資金・有価証券部分の固定資産台帳を更新予定である。 

                                                                            

（とりまとめ：財政課） 

・年度当初に各固定資産担当所属に更新作業依頼。各所属の作業進捗管理。 

・各所属の入力作業完了後、財政課で減価償却処理（システムで一括処理）。 

・財務書類と併せて固定資産台帳を県ホームページに公表。 
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（出所：総務省「資産評価及び固定資産台帳整備の手引き」） 

７．公有財産台帳から固定資産台帳への登録について 

工事進行管理システム及び備品管理システムについては公会計システムと連携している

が、公有財産管理システムについては公会計システムと連携していない。そのため、財産経

営課で公有財産管理システムから年に１回、異動データを抽出し、エクセルで加工の上、異

動登録データ csv を作成し、公会計システムにアップロードすることで固定資産台帳を更新

している。 

公有財産について、資産所管課からの異動報告漏れを防ぐために、財産経営課では年に１

回、資産所管課の公有財産事務担当者向けに研修会を実施するとともに、公有財産管理シス

テムへの登録を喚起するため年に５回メールによる周知を行っている。 

固定資産台帳の各項目と公有財産台帳との整合、及び公会計システムへの項目ごとの登

録方法は以下のとおりである。 

 

固定資産台帳項目 
公有財産台帳 

との整合 

公会計システム（PPP システム） 

への登録方法 

会計名称 × 
財産経営課で判断して PPP システムに取

り込む異動登録データ csv に入力 

所有関係区分名称 × 
財産経営課で判断して PPP システムに取

り込む異動登録データ csv に入力 
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資産負債区分名称 × 
財産経営課で判断して PPP システムに取

り込む異動登録データ csv に入力 

部課名称 〇 
財産経営課が PPP システムに取り込む異

動登録データ csv のプルダウンで選択 

資産名称 〇 
財産経営課が PPP システムに取り込む異

動登録データ csv にコピー＆ペースト 

用途 〇 
財産経営課が PPP システムに取り込む異

動登録データ csv にコピー＆ペースト 

所在地 〇 
財産経営課が PPP システムに取り込む異

動登録データ csv にコピー＆ペースト 

取得年月日 〇 
財産経営課が PPP システムに取り込む異

動登録データ csv にコピー＆ペースト 

取得価額等 
建仮振替：× 

上記以外：〇 

建設仮勘定は資産所管課から財産経営課に

調査表を提出（年に 1 回）。それに基づき、

財産経営課で付随費用を含む取得価額を算

出し、建設仮勘定又は本勘定に振替える。 

建設仮勘定以外は財産経営課が PPP シス

テムに取り込む異動登録データ csv にコピ

ー＆ペースト 

耐用年数 × 

公有財産台帳と固定資産台帳では耐用年数

表が異なる。 

公有財産台帳に入力されている構造などに

基づき、財産経営課で設定。 

減価償却累計額 × PPP システムで自動計算 

現在簿価 × 
PPP システムで自動計算。公有財産台帳の

再評価後の金額とは異なる。 

数量（（延べ床）面積） 〇 
財産経営課が PPP システムに取り込む異

動登録データ csv にコピー＆ペースト 

売却可能区分名称 × 
財産経営課で判断して PPP システムに取

り込む異動登録データ csv に入力 

財産区分名称 〇 
財産経営課が PPP システムに取り込む異

動登録データ csv のプルダウンで選択 

 

上記の登録手続について財産経営課担当者１名で実施している。 


